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商業スポーツ施設のライフサイクルと経當戦略に関する研究

特にスイミングスクール施設の経営を中心にして一
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　　The　purposes　of　this　study　are　as　fo11ows；

（1）To　examine　the　adaptabi1ity　of　genera1management　theory　to　the　fie1d　of　sport甲anagement。

（2）To　c1arify　an　avai1ab1e　competitive　strategy　of　swimming　schoo1for　itsgrowth　and　deve1opment．

（3）To　c1arify　the　competitive　strategy　according　with　the　stage　of1ife　cyc1e　in　swimming　schoo1．

　　The　resu1ts　are　as　fo11ows；

（！）The　competitive　strategy　of　swimming　schoo1consists　of　inner－differentiation　strategy，outer－

　differentiation　strategy　and1ow　cost　strategy．

（2）Imer－differentiation　strategy　is　emphasized　by　the　swimming　schoo1which　sets　the　goa1for

　growth　and　maintenance．

（3）Competitive　strategy　of　swimming　schoo1is　determined　by　each　stage　in　the1ife　cyc1e　theory．

　①Introductionstage：Theemphasisofstrategyis1aidonimer－differentiationstrategy．

　②Growthstage：Theemphasisofstrategyis1aidonbothimer－differentiationstrategyandouter－

　　differentiation　strategy．

　③Dec1inestage：Theemphasisofstrategyis1aidonouter－differentiationstrategywiththeaim

　　tO　maintain．
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I．諸言（間題の所在と研究目的）

　近年，これまで主として公共部門によって供給

されていたスポーツサービスの領域に民問部門が

参入するという傾向が著しく，特に都市部におけ

る商業スポーツ施設（民間営利スポーツ施設）の

増加は目をみはるものがある。このような状況に

あって，スポーツの振興の方法論やスポーツ経営

体の健全な発達のための理論を開発することを目

的とする体育経営学の分野においても民問部門の

＊筑波大学体育研究科研究生

スポーツ経営研究に対する関心は高まってきてい

る。

　体育・スポーツ経営という営みは，人々のスポー

ツに関する二一ズやウォンツに対応するスポーツ

行動の成立・維持キこ必要な条件を提供する営みで

あることに変わりはないが，経営体の目的が営利

か非営利かによって，具体的な方法論の開発の段

階ではかなりの差異も検討されねばならない。謂

わば，これまでの学校をはじめ地域のスポーツ経

営等公共部門を主たる対象として，体育経営学と

いう研究領域において開発してきた経営理論に加



一32一

えて，スポーツ経営学という名辞において民問部

門の経営理論の開発が求められているというのが

今日的な状況と我々は認識している。

　商業スポーツ施設が急増してきている理由なり

杜会的な環境としては，（1）スポーツに対する価値

観の変化に伴って，民問部門の提供するスポーツ

サービスヘの需要が顕在化したこと，（2）商業ス

ポーツ施設が事業として成立するという認識が生

起したこと，（3）多くの比較的大きな規模の企業が，

商業スポーツ施設を企業のイメージ戦略，遊休地

の有効利用等の手段として取り入れだしたこと，

などがあげられる。しかし，一方で既存の商業ス

ポーツ施設の商圏を脅かすほど近接して新たな施

設が開業されるなどの競争現象も過激化の傾向が

既に出ており，商業スポーツ施設はその「生き残

り」をかけた競争戦略の対策の本格的な取り組み

に入ろうとしている。我々の研究的な立場は，経

営戦略の具体化を図ろうというのではない。それ

は，個々の企業がそれぞれの立場で考えればよい

ことである。ところで，我々の関心は，商業スポー

ツ施設を題材にしながら，組織が競争状態におい

て組織の存続のためにどのような行動をとるのか，

ということを明らかにするところにある。経営と

は，換言すれば組織の成長・発展を目指した組織

の行動であり，その行動原理をスポーツをサービ

スとして扱う組織体に関して解明するのが体育・

スポーツ経営学と考えるからである。さて，競争

状況下において商業スポーツ施設の存続・成長を

規定するものは，自施設を競争優位の状態に展開

する戦略すなわち他の施設とは異なった競争戦略

をもつことである。

　本研究は，特に競争状態の激しい商業的なスイ

ミングスクールに限定して（1）スイミングスクール

が存続成長するためには，どのような競争戦略が

とられているかを明らかにすること，（2）競争戦略

と組織（スイミ！グスクール）のライフサイクル

との関連を明らかにすること，（1），（2）を通して（3）

一般経営学理論，とりわけ競争戦略論のスポーツ

経営体への応用可能性を検討すること，の3点を

解明することを目的とする。

II、研究の方法

　1．諸概念の特定　本研究においてキーとなる

諸概念として用いられる，競争戦略，差別化戦略，

経営体のライフサイクルという3っの概念につい

ての簡単な規定をしておく必要がある。

　a．競争戦略と差別化戦略

　オルダースンは，「各企業は何らかの点で独自な

位置を占める。…その企業を他の企業からある程

度区別する傾向をもつ。各企業はその個性や特性

を最高度に発揮することによって競争する。」ま

た，「競争において重要なのは差別的優位性（dif－

ferentia1advantage）であり，それはある企業に

同じ領域で他企業が提供するものに対する優位点

を与えることができる。」8〕と述べている。また，

自由競争の社会では，競争は絶えず存在している

ものと考えられ，これに対応するところの競争戦

略について，加護野は，「競争戦略は，マーケティ

ングという一つの職能分野に関わる問題と考えら

れていた。しかし，競争手段の多様化および激化

にともなって複数の職能の活動を競争優位性確立

という視点から統合することが必要となってき

た。」3）と述べている。つまり，競争戦略は，市場

セグメントにおける競争状態と自社の地位にっい

ての基本的な認識を確認・共有し，それを基にし

た経営資源の組合せを通じて競争相手に対して，

差別的な競争優位性を確立するための指針となる

ものである。

　ポーターは，「競争は，単なる個々の企業の行動

に原因があるのではなく，①業界問の敵対関係の

強さ，②新規参入の脅威，③代替製品・サービス

の脅威，④買い手との交渉力，⑤売り手との交渉

力の5つの競争要因がある」5〕とし，この要因に対

処すべく戦略が，つまり競争戦略である。この競

争戦略は，低コスト戦略，差別化戦略とこれらの

戦略のターゲットを限定した集中戦略に大別され

る。

　スイミングスクールにおいては，商晶となるべ

き「水泳指導やスイミングプログラム」は，施設

自体で提供される。つまり，スイミングスクール

は，顧客が施設を利用し，指導及びプログラムを

購入してはじめて成立チる消費地立地である。ま

た，消費地立地であるがゆえに，市場がある程度

限定される。これらの点を考慮すると，スイミン

グスクールの競争要因は，①同業他社との敵対関

係，②新規参入企業の脅威，③代替サービスの脅

威の3つがあげられる。これらの要因に対処する

戦略は，スイミングスクーノレにおける低コスト実

現の難しさ及びスイミングスクールの特性から

ターゲットを特定化しにくい点を考えると，戦略
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表一1 各研究者によるライフサイクル段階説

3段階説

Otto　KlepPner 開拓期 競争期 維持期

K，A．El1ing 新製晶期 確立期 旧製品期

4段階説

Philip　Kot1er 導入期 成長期 成熟期 衰退期

Theodore　Lervitt 市場開発期 成長期 成熟期 衰退期

R．A．Grayson 導入期 成長期 成熟期 衰退期

E．J．McCarthy 製品導入期 市場成長期 市場成熟期 売上衰退期

Cmdiff，Sti1l＆Govoni 市場開拓期 市場成長期 市場成熟期 市場衰退期

5段階説

Wi1liam　Lazer 市場参入期 市場確立期 市場拡大期 市場成熟期 市場衰退期

T．A．Staudt＆D，A．Taylor 開拓期 市場承認期 不安定期 飽和期 陳腐化期

Martin　Zober 導入期 成長期 競争期 陳腐化期 消滅期

Booz，Al1en＆Hamil1ton．Inc 導入期 成長期 成熟期 飽和期 衰退期

の主流は，差別化戦略となる。差別化戦略とは，

「運動者が重要だと認める特性を選択し，その

二一ズを充たす企業は，自社以外にはない体制を

つくること」である。石井は，製品について差別

化をしている状況を①商品の物理的差異，②商品

のイメージ上の差異，③サービスの差異であると

している2〕。スイミングスクールを一つの商品と

して捉えた場合，石井のいう③のサービスについ

て，核となるサービスを「指導」「プログラム」と

し，核となるサービスを補足する周辺的なサービ

スとに分けて考え，更に，価格での差別化（低コ

スト戦略と関連）を考えることが可能であると思

われる。

　b．経當体のライフサイクル

　ライフサイクルの考え方は，生物はもちろん，

社会や経済，製品や企業など様々な分野で用いら

れている。本研究は，企業つまり，スイミングス

クールのライフサイクルを問題にするものである。

換言すれば，スイミングスクールという経営体の

栄枯盛衰をいくつかの段階に区切って理解しよう

とするものである。ライフサイクルをいくつかの

段階に区切って把握することの利点は，各段階ご

とに経営戦略あるいは競争戦略と収益面での機会

や問題が容易に明確化できるところにある。つま

り，競争において自社が最も優位となるような戦

略を探る機会を得る可能性があるからである。

　表一1は，各研究者によるライフサイクルの段

階分類をまとめたものである。ライフサイクルの

段階分類は，各研究者によって種々であり，本研

究では，一般的に多く用いられているコトラー7〕

の4段階分類に依拠し，「導入期」「成長期」「成熟

期」「衰退期」と捉える。ライフサイクノレの研究

は，そのほとんどが製品についてであり，企業の

ライフサイクルめ研究は皆無に等しい。それ故，

スイミングスクールのライフサイクルを製品の一

般的特徴に準拠して区分を試みた。

　各段階の一般的特徴は以下のように説明できる。

導入期…スイミングスクールが市場に導入された

　　　　ばかりで，運動者がスイミングスクール

　　　　について十分理解しておらず，売上高の

　　　　伸びが緩慢な時期である。したがって，

　　　　企業は，運動者の需要喚起に主眼をおき，

　　　　多額の販売促進費のため利益は無いに等

　　　　しいか赤字である。

成長期…スイミングスクールヘの理解が高まり，

　　　　需要が伸び，急速に売上高が上昇する。

　　　　利益も急上昇し，かなりの改善が見られ

　　　　る。

成熟期…売上高は拡大し，定着するが，やがて市

　　　　場の潜在顧客の大部分に浸透し，売上が

　　　　伸び悩む。利益もこの時期にピークに達

　　　　する。新規参入などの企業の出現により，

　　　　競争も激化する。

衰退期…運動者の二一ズの変化などから需要が減
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　　　　退する。つまり，売上高が急激に減退し

　　　　続け，それに伴って，利益も減退する時

　　　　期である。

　原旺）は，ライフサイクルの考え方をスポーツ

経営に応用することを試みている。そのなかで，

段階分類についての判定方法の難しさに触れ，ラ

イフサイクルの判定には，あらゆる理論と経験を

加味した総合的な判断が必要であり，統計的判定

方法は，かえって現実と異なる危険性の存在して

いることを指摘している。すなわち，各段階の分

類は，窓意的にならざるを得ないと思われる。本

研究では，スイミングスクールの経営に直接携

わっている経営者に対して，各々のスイミングス

クールがどの段階にあるかの主観的判断を求めた。

　2．本研究を分析する差異の視点として，以下

の2つを採用した。

　a．内的差別化と外的差別化

　諸概念の特定で差別化戦略については触れたが，

スイミングスクールが採用しうる差別化を対象っ

まり現在スイミングスクーノレに所属している消費

者（会員）に向けられた差別化と，スイミングス

クーノレという市場全体に向けられた差別化とに区

分することが重要と考え，前者を内的差別化，後

者を外的差別化と呼ぶことにする。（差別化という

のは本来は，他社との違いを作ることであり，つ

まり経営体の外に向けられたものであるが，本研

究におレ）ては，特に経営体が把握できる顧客に対

しての差別化もこの分野においては十分に想定す

ることが出来るので，これを内的差別化と定義し

分析の視点に加えた。）

　内的差別化と外的差別化とを具体的に示せば次

のようである。

　b．先発企業と後発企業

内的差別化

外的差別化

「指導・プログラム」に関する差別化

付加的なサービスに関する差別化

施設の物理的な差別化

施設のイメージ上の差別化

価格による差別化

　ライフサイクルの各段階については先に述べた

とおりであるが，特にスイミングスクールの場合

には消費地立地ということからも，その誘致距離

は半径4キロメートノレ6〕とも言われ，競争状態や

ライフサイクルは企業が市場に参入した時期に

よって異なるものと予想される。したがって，個々

のスイミングスクールという経営体のライフサイ

クルは，スイミングスクールという市場のライフ

サイクルに影響を受けるものの，それがそのまま

全てではない。スイミングスクールは昭和57年頃

から急増4）しており，昭和57年度を境界として，先

発企業と後発企業とに分類し，両者についての競

争戦略とライフサイクルを検討した。

　3．調査の方法

　本研究では，スイミングスクール全体つまり，

経営体が対象である。したがって，スイミングス

クールの経営に直接携わっている支配人，スクー

ル長，事業所長等を対象とし，質問紙法により，

調査票を郵送した。調査票は，全国に1，000余ある

スイミングスクールから，東京，神奈川，千葉の

㈱日本スイミングクラブ協会に加盟している200

社を無作為に抽出し，59杜から有効回答を得，回

収率は，30．O％であった。また，調査の時期は，

昭和62年11月である。

m．結果と考察
　1．競争戦略と戦略目標

　スイミングスクールの競争要因として現状を横

断的にみるならば，各々の経営体が競争を意識す

る対象に関しては，公共並びに民間非営利施設も

含まれることもあるが，既存の商業的なスイミン

グスクールが中心となることは問違いないことで

ある。したがって，特に，競争を意識するスイミ

ングスクールを分析し，かつ自社の強み・弱みを

分析し，企業としての対応行動が生まれる。しか

し，競争戦略は白社の戦略目標に従ったもの，つ

まり，自杜の実施可能な範囲での競争戦略である

はずであり，競争戦略は，企業の戦略目標に従う

と思われる。

　表一2に示すように，現在競争相手が「存在し

　　　表一2　競争を意識する企業の有無

　　　　　　　　　　　　　N＝58

ている」という企業は，全体の81．O％であり，大

部分の企業が競争を意識していることが伺える。

また，意識する競争企業数は，1社平均3．2杜であ

り，「意識」のレベルから「脅威」を感じるレベル

ヘと，競争も激化していることが伺える。表一3
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は，企業の戦略目標の方向性を示したものであり，

企業の戦略目標を「成長」としているものが
69．1％，「維持」としているものが30．9％を占めて

いる。

　戦略目標を軸にしながら，競争対応行動をスイ

ミングスクールの競争戦略の3つの基本戦略（外

的差別化戦略，内的差別化戦略，低コスト戦略）

に分類し，企業の戦略目標と各競争戦略との関係

を表一4a，表一4bに示した。「成長」を戦略目

標に掲げている企業の採用している外的差別化戦

略では，特に，「施設の物理的な差別化」を採る企

業が多く47．4％であった。内的差別化戦略では，

「指導・プログラムによる差別化」が81．6％，「付

加的サービスによる差別化」が65．8％であり，特

に，「指導・プログラムによる差別化」を指向して

いると言える。各競争戦略の関係は，内的差別化

戦略，外的差別化戦略，低コスト戦略の順に，採

用されていることがわかる。つまり，競争企業の

存在を意識しかつ，企業の戦略目標が「成長」に

ある場合，その対応行動として内的差別化戦略が

採られている。「維持」を戦略目標に掲げている企

業の採用している外的差別化戦略では，「成長」を

戦略目標としている企業と同様に，「施設の物理的

な差別化」を採る企業が多く52．9％であった。内

的差別化戦略では，「指導・プログラムによる差別

化」が76．5％，「付加的サービスによる差別化」が

52．9％であり，「指導・プログラムによる差別化」

を指向していると言える。「維持」を目標としてい

る企業においても内的差別化戦略に重点が置かれ

ている。つまり，競争企業の存在を意識しかつ，

企業の戦略目標が「維持」にある場合，その対応

戦略として内的差別化戦略が採られている。

　以上のようにスイミングスクールの競争戦略は，

戦略目標が「成長」，「維持」いずれの場合におい

ても，核となる「指導・プログラムによる差別

化」，次いで，指導・プログラムをバックアップす

る「付加的サービスによる差別化」が採られてい

る。勿論，一般企業と同様にスイミングスクール

においても，外的差別化戦略，特に「施設のイメー

ジ上の差別化」具体的には，広告や販売促進活動

等も必要となることは言うまでもない。

　2．競争戦略とライフサイクル

　スイミングスクールも一般企業と同様にライフ

サイクルの各段階ごとによって特徴があり，ライ

フサイクノレの各段階ごとに特徴のある戦略が策定

表一3　戦略目標

会社の成長

会社の維持

企業薮

38

17

％

69．1

30．9

N＝55

表一4a　「成長」を目標としている

　　　　企業の競争戦略

戦　　　　　略 企業数 ％

施設の物理的な差別化 18 47．4外
的
差
別
化

施設のイメージ上の差別化 15 39．5

価格による差別化 2 5．3

指導・プログラムによる差別化 31 81．6
内
的
差
別
化 付加的サービスによる差別化 25 65．8

低コスト 9 23．7

表一4b　「維持」を目標としている

　　　　　企業の競争戦略

戦　　　　　略 企業数 ％

施設の物理的な差別化 9 52．9外
的
差
別
化

施設のイメージ上の差別化 6 35，3

価格による差別化 1 5．9

指導・プログラムによる差別化 13 76．5
内
的
差
別
化 付加的サービスによる差別化 9 52．9

低コスト 3 17．6

表一5　先発と後発のスイミングスクール

　　　　の現段階

先発企業　39社

後発企業　12社

合計社数

導入期 成長期

14

成熟期

27

30

衰退期

表一6　各段階における経過年数（平均）

先発企業　39社

後発企業　12社

導入期

2．97

1．64

成長期

4，47

2．29

成熟期

3．31

2．67

衰退期

3．OO
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表一7a スイミングスクールのライフサイクル各段階における

スクールのコース（対象）

小 成 婦 音
同 幼 妊 親 選 喘

学 人 人 齢 児 婦 子 手 息
生 一 者 ● 養 ■

■ 般 べ 成 腰
学 ビ 痛
童 1

F 48 35 38 4 21 5 12 36 4
導入期

N＝51 ％ 94．1 68．6 74，5 7．8 41．2 9．8 23．5 70．6 7，8

F 0 10 3 4 11 3 9 8 5
成長期

N＝48 ％ O．0 20．8 6．3 8．3 22．9 6．3 18．8 16．7 10．4

F 1 1 2 3 4 3 2 0 3
成熟期

N＝34 ％ 2．9 2．9 5．9 8．8 11．8 8，8 5．9 0．0 8．8

F 0 O 0 1 1 1 1 0 1
衰退期

N＝4 ％ 0．0 O．O O．O 25．O 25．0 25．O 25，0 0．0 25．O

されているものと思われる。まず第一に各スイミ

ングスクールが現在どの段階に位置しているのか

を見てみよう。表一5は，現在各スイミングスクー

ルが位置しているライフサイクルの段階と先発企

業・後発企業とに分類したものである。スイミン

グスクールの市場は既に成熟・飽和期から衰退期

に至っているとも言われており，その中で，経営

体のライフサイクルは，半数の企業が自社の位置

は成熟期と捉えている。このことから，市場があ’

る程度成熟傾向にあることが予想される。しかし，

導入期及び成長期にある企業も多く，経営戦略あ

るいは，競争戦略によっては，まだなお成長する

可能性を示唆している。また，先発企業において

は，衰退期と捉えている企業も存在するが，業界

からの撤退を意味するものではなく，「転換期」と

して，今後の成長方向を変更している段階と捉え

るべきであろう。表一6は，先発企業と後発企業

が経てきた各段階における経過年数を示したもの

である。先発企業は，導入期及び成長期ともに後

発企業に比べて長くなっている。推察されること

は，先発企業においては，導入期では，市場に認

知されるまでに時間がかかったこと，成長期では，

競争企業も少なく，市場占有率が高かったことな

どがあげられる。このように，参入する時期が遅

くなるにしたがって成熟期までの期間が短くなっ

ていることも考えられる。

　表一7aは，スイミングスクールのライフサイ

クルの各段階において新たに開設したコース（対

象）を示したものである。同様に表一7bは，ス

表一7b　スイミングスクールのライフサイクル

　　　　各段階における各種事業

指 有 キ 短 合 記 一
導 名 ヤ 期 宿 録 般
者 コ ン 水 会 開
養 1 プ 泳 大 放
成 チ 教 会

指 室
導

F 2 9 22 38 27 23 18

導入期

N：51 ％ 3．9 17．6 43．1 74．5 52．9 45．1 35．3

F 4 1 5 8 7 14 4
成長期

N＝48 ％ 8．3 2．1 10．4 16．7 14．6 29．2 8．3

F 1 1 1 1 2 1 1
成熟期

N＝34 ％ 2．9 2．9 2．9 2．9 5．8 2．9 2．9

F O 0 0 0 O 0 1
衰退期

N＝4 ％ O，0 0．0 0．O 0．O O．O 0．O 25．O

クールに関連した各種事業を示したものである。

導入期においていは，学童コース94．1％，婦人コー

ス74．5％，選手養成コース70．6％がそれぞれのス

クールにおいて準備されており，成長期には，成

人一般コースが加わって，ほとんどのスクールで

開設されていることがわかる。また，幼児・ベ

ビー，親子コースの開設が目立っており，プログ

ラムに広がりをもたせたコース展開が伺える。ス

クーノレの関連した各種事業では，導入期に入会の

動機づけとなる短期水泳教室，成長期には，記録

会や大会等の行事を加えている。つまり，導入期

には市場に働きかけ，成長期には会員の継続を促



一37一

表一8　スイミングスクールのライフサイクル各段階における戦略的行動

価
格
引
下
げ

社
員
指
導
者
増
員

広
告
量
の
増
加

専
門
指
導
者
採
用

指
導
者
研
修

ス
ポ
1
ツ
複
合

駐
車
場
の
拡
張

用
且
’
、
等
の
開
発

改
装
●
補
修

多
店
舗
展
開

営
業
日
数
等
変
更

F 3 12 13 10 28 4 4 1 2 5 5導入期N：51

％ 5．9 23．5 25．5 19．6 54．9 7．8 7，8 2．O 3．9 9．8 9．8

F 2 19 7 3 14 6 7 5 13 8 10
成長期N＝48

％ 4．2 39，6 14．6 6．3 29．2 12．5 14．6 ！0．4 27．1 16．7 20．8

F 1 2 3 1 6 5 1 1 12 4 4成熟期N＝34

％ 2．9 5．9 8．8 2．9 17．6 ！4．7 2．9 2．9 35．3 11．8 11．8

F 0 O 2 0 1 2 O 1 4 0 ！
衰退期N＝4

％ O．O 0．0 50．O 0．O 25．O 50．0 O．0 25．0 100 0．O 25．O

表一9　各段階における差別化の現状

内的差別化 外　的　差　別　化

指導・プログラム 付加的サービス 物理的施設 施設のイメージ 価　格

F 3 3 2 1 O
導入期N＝3

％ 1OO．0 100．0 66．7 33，3 O．O

F 10 7 5 2 O
成長期N：14

％ 71．4 50．0 35．7 14．3 0．O

F 27 20 18 ’15 3
成熟期N＝30

％ 90．O 66．7 60．0 50．0 10．O

F 4 4 2 3 0
衰退期N＝4

％ 100．O 100．0 50．0 75．0 O．0

すプログラムを展開している。

表一8は，スイミングスクールのライフサイク

ル各段階における具体的な戦略的行動を示したも

のである。核である「指導」に関する行動では，

特に，「指導者研修」は，ライフサイクルの段階に

関わらず行われており，また，導入期では，専門

指導者を採用し，成長期では，その増員を図って

いる。その他の行動として，導入期には，広告量

の増加などの販売促進活動，成長期には，営業日

数や時問等の変更によって，顧客の二一ズに応え

亭ため，ソフト面での改善が行われている。成熟

期及び衰退期では，施設そのものの改装・補修が

行われ，施設の老朽化対策や再成長を狙ったイ

メージ向上を図っているものと考えられる。特に，

一般に一企業だけでなく業界全体の収益性を減じ，

また，衰退をも早めると言われている価格を引き

下げる行動は，ほとんど見られない。一

表一9は，各スイミングスクールが現在位置し

ている段階で行われている差別化戦略について示

したものである。各段階共に，「指導・プログラム

による差別化」が中心として行われている。また，

外的差別化戦略でも成熟期にある企業では「施設

の物理的な差別化」が60．O％，「施設のイメージ上

の差別化」が50．O％と高く，「価格による差別化」

もこの時期に位置している企業のみ見られるだけ

である。っまり，どの段階にある企業も，指導・

プログラムによって差別化し，今後の発展・維持

に期待していることが伺える。
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IV．結　　語

　これまで，スイミングスクールの経営は，経験

や勘に頼って進められることも多く，理論的構築

のされぬまま現在に至っていると思われる。しか

しながら，経験の申からも企業はその維持・成長

のための戦略をもつ傾向が伺われる。本研究での

スイミングスクールがとっている競争戦略をみる

と，3つの基本戦略から構成されており，経営戦

略論の考えかたがスイミングスクールの分析に適

応できることが支持されよう。また，スイミング

スクールが現在とっている競争戦略の重点が，内

的差別化戦略にあることが明らかとなった。さら

に，スイミングスクールという経営体にもライフ

サイクルがあることが発見されたし，競争戦略と

スイミングスクールのライフサイクルとの関連が

多少なりとも明らかにすることができた。

　スイミングスクールが競争戦略を策定する場合，

競争の存在している状況を徹底的に分析検討し，

自杜の強み・弱みを分析し，その企業の現状に適

した戦略が策定されなければならないことは，周

知の通りである。現状として，その方法は，内的

差別化戦略及び外的差別化戦略である。また，ス

イミングスクールの主たる商品は，「指導」であ

り，新コースの開発や技術，知識そして接客等の

サービスの向上を加味した経営が求められるであ

ろう。

　今後の研究課題として，ライフサイクルの研究

における段階分類の方法の開発があげられる。ま

た，横断的研究は，めまぐるしく変化する環境に

対応できない部分が多いことを考慮し，縦断的研

究及びケース研究の必要性があげられる。
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